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「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムのモニタリングに関する政策研究」 

 
研究代表者 西 大輔（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所精神保健計画研

究部・室長） 
 

研究要旨：厚生労働科学研究班「精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究」

（以下、「山之内班」という。）においては、630 調査をより効果的に運用し、ナショナル

データベース(NDB)等のデータと合わせて活用することで、医療計画等により資することが

できるよう、精神保健医療福祉の現況を一元的に把握できる新しい精神保健福祉資料を作

成することを目指した。そこで、本研究班においては、630 調査の調査形式の改善を通して

高い回収率の維持と調査プロセスの迅速化を達成するとともに、調査項目の最適化や訪問

看護ステーション調査の新設等を通して、医療機関や訪問看護ステーションの機能および

各自治体における精神保健医療福祉の現況についてこれまで以上に適切な把握が可能とな

った。さらに、630 調査から得られたデータを NDB から得られたデータと合わせて「平成

29年630調査速報版を用いた都道府県職員向け 精神疾患に係る医療計画等策定の作業マニ

ュアル」を作成し、山之内班から公開した。本研究班においては、山之内班で自治体の地

域医療計画や障害福祉計画等の策定にこれまで以上に貢献できる新しい精神保健福祉資料

を作成するにあたり、既存の 630 調査の改訂を行うことで、重要な役割を果たした。 
 

研究分担者 

山之内芳雄：国立精神・神経医療研究セン

ター精神保健研究所精神保健計画部部長 

立森久照：国立精神・神経医療研究センタ

ー精神保健研究所精神病態研究部室長 

萱間真美：聖路加国際大学大学院看護学研

究科教授 

 

Ａ．研究目的 

毎年 6月 30 日付で全国の精神科病院、精

神科診療所、障害者福祉施設・事業所、お

よび精神保健医療福祉行政の状況について

調査が行われているが、このいわゆる「630

調査」は、わが国の精神保健福祉のモニタ

リングにおいて貴重な基礎資料となってき

た。ただ、データを収集してから活用でき

るようになるまでの期間が長く、「これか

らの精神保健福祉のあり方に関する検討会」

でも調査結果の公表の迅速化の必要性が指

摘されていた。 

本研究班では、平成 29 年度の 630 調査に

ついて、調査事務局として調査の企画・実

施を行うにあたり、調査の迅速化を妨げて

いた要因を検討した結果、ナショナルデー

タベース(NDB)等の他調査で代替可能な項

目の調査項目からの除外や、調査票の形式

の統一や ICT の活用を進めることで、一定

の迅速化は可能と考えられた。一方で、精

神障害者の地域生活を支える福祉需要の同

定や、医療計画、障害福祉計画、介護保険

事業計画などの進捗管理のために、630 調

査でなければ調べることのできない精神医

療独自の指標もあり、これらについてはむ

しろこれまで以上に詳細なデータ収集が必

要とも考えられた。 

これらを踏まえ、630 調査のプロセスを

迅速化させたうえでより効果的なモニタリ

ングを行い、山之内班とも密に連携して、

医療計画等に資するデータを収集するとと

もに、利用者が分析しやすいデータベース

を開発することを本研究の目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

迅速化を妨げていた要因として、調査内

容が膨大であることによる回答期間延長や

回答エラーの多さ、調査票の形式の不統一、

回収や確認の経路が非常に長いこと等が考

えられた。そのため、調査形式を集計表か

ら個票へ、紙媒体から電子媒体へ変更する

とともに、調査内容に関しても NDB 等で把

握可能な指標については調査項目から割愛

し、NDB 等で把握できない指標でかつ医療

計画、障害福祉計画、介護保険事業計画に

資するデータに関して項目を追加するとい



 

う項目の再選定を行った。また訪問看護に

関しては、訪問看護ステーションを対象と

した調査を新設した。さらに、山之内班と

も密に連携し、このように改善された 630

調査の結果から参考指標を作成しつつ、重

点指標については NDB から抽出したデー

タに基づいて作成し、精神保健医療福祉の

現況を一元的に把握できる新しい精神保健

福祉資料の作成を目指した。 

なお、電子媒体の調査票の設計、医療機

関や自治体からの調査票回収に用いたアッ

プロードサイトの作成・運用および結果の

粗集計については日本アイ・ビー・エム株

式会社に委託した。調査票は巻末資料とし

て掲載した。 

（倫理面への配慮） 

｢人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針｣を念頭に置き、個人情報保護等につ

いて十分に検討した上で、調査事務局とし

て調査を企画・実施した。氏名は調査項目

に含めなかった。 
 

Ｃ．研究結果 

調査形式を大幅に変更し、約 3 か月間と

いう回答期限を設定したにもかかわらず、

病院に関しては全国平均 97.6％、新設した

訪問看護ステーションについても約 77％と

いう高い回収率を得た。集計結果に関して

は山之内班で作成した「平成２９年度精神

保健福祉資料」に掲載した。また、630 調

査の結果の一部を参考指標として含めた

「平成29年630調査速報版を用いた都道府

県職員向け 精神疾患に係る医療計画等策

定の作業マニュアル」を作成し、平成 29 年

12 月 4 日に山之内班から公開した。 

 

Ｄ．考察 

集計票から個票への変更、調査票の紙媒

体から電子媒体への変更等を通して 630 調

査の調査形式を抜本的に変更し、そのこと

で調査のフローおよび結果公表までの期間

を大幅に短縮することができ、また高い回

収率を保つこともできた。さらに、調査項

目の再選定により、医療機関の機能や各自

治体における精神保健医療福祉の現況につ

いてより適切な把握が可能となった。訪問

看護についても、長期入院患者の地域移行、

急性期患者の早期退院支援等に必要な地域

基盤の状況等についてこれまで以上に詳細

なデータが得られた。これらのことから、

自治体が 630 調査の結果を医療計画等に活

用する動きがあり、本研究の行政的意義は

高いと考えられる。 

今後は、退院者の転帰や精神科外来診療

の機能、精神医療審査会の機能に関しても

630 調査で明らかにして、それを新しい精

神保健福祉資料に統合していく予定である。 

 

Ｅ．結論 
630 調査の調査形式の大幅な改善により、

高い回収率を保ちつつ調査プロセスの迅速

化に成功した。また調査項目の再選定によ

り、医療機関の機能や各自治体における精

神保健医療福祉の現況についてより適切な

把握が可能となり、山之内班による、NDB

等のデータと合わせた精神保健医療福祉の

現況を一元的に把握できる新しい精神保健

福祉資料の作成において、重要な役割を果

たした。 
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